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Today’s Headline

“ジュネーブから今を見る”

今日のヘッドライン“ジュネーブから今を見る”

今日のヘッドライン
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アジア経済見通し：ADB、18年のアジア経済

成長率予想を従来の5.8%から6%に上方修正

ADBは堅調な輸出と、内需の拡大を背景に18年のアジア経済成長予想を0.2%引き上げました。比較的堅調であった17

年の成長率に続き、今年並びに来年も堅調な水準を維持することが見込まれています。

2018年4月12日

アジア開発銀行が予想する、アジア経済下支えの顔ぶれ

アジア

どこに注目すべきか：

ADB、経済見通し、高額紙幣廃止、GST

入したため当初経済が混乱したことから経済成長率の伸び

が抑制されました。しかし、ADBはこれらの悪影響は無くな

り、今後はGST導入が経済効率を改善すると見ています。ま

た、堅調な消費需要や、輸出、投資意欲の回復などが成長

率を引き上げる要因とADBは見込んでいます。

他の地域では、マレーシア、フィリピン、インドネシアなどを含

む東南アジアも19年まで横ばいながら高水準の成長が見込

まれており、インドに並んで下支えが見込まれています。

なお、ADBは今後のリスクシナリオに米国トランプ政権の保

護主義的な通商政策をあげ、警戒感も示しています。

出所：アジア開発銀行のデータを使用してピクテ投信投資顧問作成

図表2：アジア開銀によるインドと中国の成長率予想
（年率、期間：2017年～2019年、17年は実績、予想はアジア開銀）

アジア開発銀行（ADB、アジア開銀）は2018年4月11日に ア

ジア経済見通し（2018年版）を発表しました。日本やオースト

ラリアなど一部先進国を除いたアジア太平洋地域の18年の

経済成長率をADBは年率6.0%と予測し（図表1参照）、前回

（17年9月時点）の予想である5.8%から0.2%引き上げました。

ただ、主に中国経済の緩やかな減速で（図表2参照）17年よ

り成長率は0.1%低いと見込むものの、依然安定した水準での

成長が予想されています。

ADBは堅調な輸出と、内需の拡大を背景に18年のアジア経

済成長予想を0.2%引き上げました。比較的堅調であった17年

の成長率に続き、今年並びに来年も堅調な水準を維持する

ことが見込まれています。注目点は次の通りです。

まず、域内最大の経済規模を誇る中国の18、19年の成長率

予想は景気刺激策に下支えされ堅調であった17年に比べ低

下が見込まれています（図表2参照）。今後の経済運営方針

である金融システム安定性重視や、環境への配慮、投資主

体から消費主体経済への構造改革などが成長率を抑制する

とADBは見込んでいます。

では、何故アジア全体の成長率は底堅く推移が見込まれる

のか？一番の理由はインドを中心とした南アジアの成長率

に改善が見込まれているからです（図表2参照）。インドは16

年の高額紙幣の廃止により現金取引の多い小売りなどで

（一時的とはいえ）需要減となったこと、州ごとに異なる税目

であった間接税をやめ、新たな物品サービス税（GST）を導

図表1：アジア太平洋地域の成長率予想
（年率、期間：2017年～2019年、17年は実績、予想はアジア開銀）
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